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【機密性２】

No No

【施工者希望Ⅱ型】

（１）総合評価の対象としない

《①～⑤を全面活用する場合》
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は変更計上する

土工量
1,000m3以上

「ICT活用工事」
に設定

Yes

No

予定価格が

３億円以上

土工量
10,000m3以上

Yes

Yes

【発注者指定型】

（１）総合評価の対象としない
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は当初設計で計上する

ICT建設機械
の施工

No

Yes

【従来施工】

Ⅰ型の場合、工事成績の減点対象
（やむを得ない場合を除く。）

工事実施において
①～⑤の全面活用
が出来ない場合

「ICT活用工事」
建設生産プロセスの全ての段階に

おいてICT施工技術を全面的に活用
する工事

① ３次元起工測量
② ３次元設計データ作成
③ ICT建機による施工
④ ３次元出来形管理等の施工管理
⑤ ３次元データの納品

ICT建設機械の施工等、自主
的な活用は妨げない。

◆
Ｉ
Ｃ
Ｔ
施
工
技
術
の
全
面
的
活
用
を
希
望

【施工者希望Ⅰ型】

《①～⑤を全面活用する場合》
（１）総合評価で加点評価する
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は変更計上する

※①、②、③を計上。④、⑤は間接費に含む。

※①、②、③を計上。④、⑤は間接費に含む。

※当初設計で③を計上。①、②は変更追加。
④、⑤は間接費に含む。

（１）工事成績の加点対象としない
（２）機械施工経費のみ

変更計上する

※③を計上。

（１）３次元起工測量、３次元設計
データが出来形管理や完成
図書として活用された場合は

変更計上する

※①、②を計上。

土工（対象工種）を含む「一般土木工事」
※対象工種 河川土工、海岸土工、砂防土工、道路土工

※砂防土工は適用しない
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ＩＣＴ活用工事【土工】の選定の流れ

【試行】 5,000m3以上
（全工事対象）

四国地方整備局



【機密性２】
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契約図書でＩＣＴの活用を義務づけた発注方式

総合評価で加点評価する発注方式

契約後、受注者との協議に基づき発注者が指示して実施する方式

発注者指定型

施工者希望Ⅰ型

施工者希望Ⅱ型

：

：

：

３億円

発注者指定型

施工者希望Ⅰ型

（土工量）

（発注額）

1,000m3 5,000m3 10,000m3

ＩＣＴ活用対象工事対象外

発注者指定型

施工者希望Ⅰ型施工者希望Ⅱ型 施工者希望Ⅰ型の拡大

（四国オリジナル）

受
注
者
の
希
望
に
よ
り
実
施

（
施
工
者
希
望Ⅱ

型
と
同
様
の
取
り
扱
い
）

施
工
者
希
望
Ⅱ
型
と
同
様
の
取
り
扱
い

四国地方整備局
四国地方整備局におけるＩＣＴ活用工事【ＩＣＴ土工】の発注方式



【機密性２】

【施工者希望Ⅱ型】

（１）総合評価の対象としない
《①～⑤を全面活用する場合》

（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は変更計上する

「アスファルト舗装工事」または、「一般土木工事」のうち、対象工種種別を含む工事

「ICT活用工事」
に設定

予定価格が
３億円以上

Yes

Yes

No

【発注者指定型】

（１）総合評価の対象としない
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は当初設計で計上

【施工者希望Ⅰ型】

《①～⑤を全面活用する場合》
（１）総合評価で加点評価する
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は変更計上する

「ICT活用工事」

建設生産プロセスの全ての段階におい
てICT施工技術を全面的に活用する工事

① ３次元起工測量
② ３次元設計データ作成
③ ICT建機による施工
④ ３次元出来形管理
⑤ ３次元データの電子納品

※前工事がＩＣＴ土工等で、３次元測量
データを貸与した場合、①は省略可能

○対象工種（工事区分）は、舗装工（舗装、水門）、付帯道路工（築堤・護岸、堤防・護岸、砂防堰堤）
○対象種別は、アスファルト舗装工、半たわみ性舗装工、排水性舗装工、透水性舗装工、グースアスファルト舗装工、コンクリート舗装
○対象種別において、従来より出来形管理基準及び規格値（従来基準）により施工していた工事

ＩＣＴ活用工事【舗装工】の選定の流れ

舗装面積
10,000m2

以上

No

舗装面積
3,000m2
以上

ICT建設機械の施工等、自主的
な活用は妨げない。

Yes

【従来施工】

Ⅰ型の場合、工事成績の減点対象
（やむを得ない場合を除く。）

No

※①、②、③を計上。④、⑤は間接費に含む

※①、②、③を計上。④、⑤は間接費に含む

※当初設計で③を計上。①、②は変更追加
④、⑤は間接費に含む

ICT建設機械
の施工

工事実施において
①～⑤の全面活用
ができない場合

（１）工事成績の加点対象としない
（２）機械施工経費のみ

変更計上する
※③を計上。

（１）３次元起工測量、３次元設計
データが出来形管理や完成
図書として活用された場合は

変更計上する
※①、②を計上。

Yes

No

◆
Ｉ
Ｃ
Ｔ
施
工
技
術
の
全
面
的
活
用
を
希
望
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試
行
工
事

（各
事
務
所
1
件
以
上
）

四国地方整備局



【機密性２】

（発注額）

３億円

3,000m2 10,000m2

施工者希望Ⅱ型 ： 契約後、受注者との協議に基づき発注者が指示して実施する方式

対象外 ＩＣＴ活用対象工事

（舗装面積）

発注者指定型 ： 契約図書でＩＣＴの活用を義務づけた発注方式

施工者希望Ⅰ型 ： 総合評価で加点評価する発注方式

発注者指定型

施工者希望Ⅰ型

施工者希望Ⅱ型

施工者希望Ⅰ型の拡大

（四国オリジナル）

受
注
者
の
希
望
に
よ
り
実
施

（
施
工
者
希
望Ⅱ

型
と
同
様
の
取
り
扱
い
）

施
工
者
希
望
Ⅱ
型
と
同
様
の
取
り
扱
い

四国地方整備局
四国地方整備局におけるＩＣＴ活用工事【舗装工】の発注方式
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【機密性２】
ＩＣＴ浚渫工（河川）への展開

測量

検査官

OK

設計・
施工計画

施工 検査
i-Construction
ＩＣＴ施工（浚渫工）

施工と検測を繰り返して整形

③ＩＣＴ建設機械による
施工

④検査の省力化①音響測深による起工測量 ②ＩＣＴ浚渫工の３次元測量ﾃﾞｰ
ﾀによる設計・施工計画

船舶等に搭載した音響測深機器
（ナローマルチビーム等）により、
短時間で面的（高密度）な３次元
測量を実施。

起工測量による３次
元測量データ（現況
地形）を活用し、設計
図面との差分から、
施工量を自動算出。

３次元設計データ等により、
ICT建設機械を自動制御し、建
設現場のIoT（※）を実施。

ＩＣＴ建設機械の施工履歴
データを活用した検査等によ
り、出来形の書類が半減、品
質管理に必要な物理検査の
項目が激減。

測量
設計・
施工計画

検査従来方法

平面図 縦断図

横断図

設計図から施工量を算出

施工

① ②

③

④
これまでの
情報化施工

・重機の日当たり
施工量約1.1倍

・作業員 約3/4

３次元
データ作成

２次元
データ作成

レッド測深による起工測量 レッド測深による出来形確認

6

 バックホウ浚渫船による浚渫工に測量から検査まで3次元ﾃﾞｰﾀを活用した施工を導入

四国地方整備局

6

※IoT（Internet of Things）とは、様々なモノにセ

ンサーなどが付され、ネットワークにつながる
状態のこと。



【機密性２】

ロボットが、短時間に⼤量
で精細な点検画像を取得

①ﾛﾎﾞｯﾄによる点検記録 ③専⾨家による診断

専⾨家による⽬視・打
⾳、周辺環境等を踏ま
えた総合的診断

④点検・診断結果の蓄積

3Dﾓﾃﾞﾙ上の正確な位置に、
写真と診断結果を蓄積

②⼈⼿での調書作成

ロボットの点検記録から
⼈⼿で損傷写真を抽出
⼈⼿で調書作成

 ロボットの点検等による維持管理の⾼度化も⾒据え、3次元的に正確な位置情報を付した変状等の記録を3
次元モデルを介して蓄積することを⽬的に、維持管理における点検結果等に関する3次元データの納品を可
能とする。

 今後、AI等による変状検知機能を組み合わせ、「⼈⼿」で⾏っている点検記録写真の整理等について実現し、
格段に効率的な公物管理の実現を⽬指す。

ﾎﾟﾘﾗｲﾝ

損傷範囲

策定する主な基準類
3次元成果品納品ﾏﾆｭｱﾙ

写真の位置情報の付与ﾙｰ
ﾙや、視認性確保のための
3次元ﾓﾃﾞﾙ上での表現方法

写真に対する損傷の種類・
位置の表現方法

業務の実施方針

従来手法の点検を
実施したうえで、既
に点検記録としての
性能の確立している
点検ロボットを利用
した点検記録作成を
実施し、3次元デー
タで成果品を納品

教師データ
の整備

技術開発

土木技術者による
正しい判断の蓄積

■漏⽔
■鉄筋露出

将来

AIによる損傷抽出と区分の⾃動判別

工種拡大 インフラの空間把握（橋梁・トンネル） 四国地方整備局
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【機密性２】
Ｈ３０年度に向け取組んだ「ＩＣＴの全面的活用」のカイゼン

＜技術基準類のカイゼン＞

 施工者意見の反映

（ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ搭載UAV等の起工測量の規定緩和）

 新技術への対応

（移動型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ、ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）

 ＩＣＴ必要要件の緩和

（3次元出来形管理の緩和）

8

四国地方整備局



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

【機密性２】

ＩＣＴの全面的な活用に向けた取組

四国地方整備局
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【機密性２】
ＩＣＴの全面的活用を実現する工種拡大イメージ（道路工事）

対応済み工種

検討中の工種

○ 工事現場で施工されるすべての工種にＩＣＴ
を活用し、生産性向上を図る取組を推進

法面工

ICT舗装工

ICT土工

ＩＣＴ土工
（軟岩掘削）

地盤改良工

付帯構造物設置
側溝・縁石・擁壁等
コンクリート2次製品

施工管理基準策定済み

施工管理基準策定済み

策定済み基準

取組予定基準類

舗装工（修繕工）

施工管理基準策定に取組む施工管理基準策定に取組む

施工管理基準策定に取組む

10

四国地方整備局

施工管理基準策定に取組む

施工管理基準策定に取組む



【機密性２】

ICT浚渫工（河川）

ICT土工

対応済み工種

検討中の工種

ICT舗装工

○ 工事現場で施工されるすべての工種にＩＣＴ
を活用し、生産性向上を図る取組を推進

H30策定
施工履歴データを用いた出来形管理

護岸工、護岸ブロック等
コンクリート2次製品

H30策定
音響測深機器を用いた 出来形管理

施工管理基準策定済み

策定済み基準

取組予定基準類

施工管理基準策定に取組む

ＩＣＴの全面的活用を実現する工種拡大イメージ（河川工事）

11

四国地方整備局



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

【機密性２】

四国ICT施工活用促進部会の活動

四国地方整備局
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【機密性２】

■支援実施内容
■モデル工事概要

［高知県発注］ 県道高知南環状線社会資本整備総合交付金工事

◆対象土量
・道路改良 L=100m
・盛土 約4,500ｍ3

■目的

■期待される支援効果

国交省が全国に展開している現場支援型モデル事業を活用した「高知県モデル工事支援連絡協議会」を平成30年7月23日に
設置し、このモデル工事をＩＣＴ活用工事のショーケースとして、更なる地域展開を促進。

ICT活⽤計画書作成
打合せ

◆ＩＣＴ建設機械（予定）
・マシンコントロールバックホウ
・締固め管理システム

ＩＣＴ施工普及のための取り組み（自治体への展開）

◆自治体の発注者並びに受注者がモデル工事でＩＣＴ活用工事を体感することで不安を払拭し、メリットを実感。

◆モデル工事で創出されたノウハウについてコストを含めて公開することにより、ＩＣＴへの積極的な設備投資を促す。

四国地方整備局

ＩＣＴ活用支援チーム

ＩＣＴ機種選定の打合せ

ＩＣＴの導入効果調査

ＩＣＴの効果確認

ＩＣＴ現場見学会

適用事例の紹介

ＩＣＴ活用方法の提案

必要機材のアドバイス
データ作成の指導
ソフトウェア操作指導

支援の対象範囲

3D起工測量の計画立案

データ作成支援

ｿﾌﾄｳｪｱ操作指導

ＩＣＴ導入効果の評価
見学会の開催支援

ＩＣＴの提供企業ＩＣＴの継続・技術指導

ＩＣＴ活用計画の打合せ

実施

実施

実施

実施

ソフトウェアは
2ヶ月貸与

モデル工事

継
続

有
償

実施

現地状況把握 ⽀援連絡協議会設⽴ i-Construction講座 記念講演13



【機密性２】
サポート体制について 「i-Construction四国相談室」

建設ＩＣＴ施工技術の現場普及にあたり
 ＩＣＴ施工技術に対応した発注者の監督・検査体制を速やかに構築
 施工者の技術導入を推進

《サポート内容》

◎整備局職員、地方自治体、施工業者の
「技術相談」・「研修活動」をサポート

技術相談
・施工技術に関すること
・機械・機器の調達に関すること
・各種基準・要領に関すること

研修活動

・整備局職員研修（一般職員、監督・検査職員）
・自治体職員研修
・施工業者研修

※上記研修の計画、調整を実施

「i-Construction四国相談室」を設置
i-Construction

四国相談室
四国地方整備局

《サポート体制》

（総括）

◎企画部 工事品質調整官

局

総務部 契約課

企画部 技術管理課

企画部 施工企画課

河川部 河川工事課

道路部 道路工事課

港湾空港部 港湾空港整備・補償課

相談がございましたら、下記にメールを！
icon-s88ok@mlit.go.jp

四国地方整備局
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【機密性２】
「四国地方整備局 i-Construction推進本部」ホームページ

i-Construction
四国相談室

四国地方整備局

◆四国地方整備局ホームページ ①i-Construction四国相談室のバナーをクリック

②「ICTの基準類」をクリック

■ ICT活用工事（土工・舗装工）の手引き

■ 無人航空機飛行計画書(案)

■ ICT活用工事【ICT土工】
に係るQ＆A

③「ICT基準類」と「四国運用」が表示

四国地方整備局
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【機密性２】
ＩＣＴ施工普及のための取り組み（ＩＣＴ施工技術講習会）

主 催：四国ICT施工活用促進部会（四国地方整備局、四国四県、建設関連協会）

日 程：平成30年11月下旬開催予定

場 所：①四国技術事務所、②四国南部【予定】

内 容：①基礎講習 …………… 座学にてICT施工の一連のステップを学習
：②実践講習 …………… 3次元計測技術･ICT建設機械の実務演習、3次元設計データ作成・点群処理の実務演習
：③展示・実演フェア … 高機能トータルステーション、地上型レーザースキャナー、ソフトウェア等の展示・実演

〇日程等

〇開催状況（基礎講習）【予定】

VRの展示・実演 計測機器等の展示説明 ICT建設機械操作体験 3次元設計データ作成実務演習

〇開催状況（実践講習）【予定】

〇目 的

３次元計測技術の展示・実演や３次元設計データ作成などの実践に即した講座を「四国ＩＣＴ施工活用促進部会」主催で開催。

◆自治体の発注者並びに受注者にＩＣＴ施工技術を広く分かり易く紹介することにより、ＩＣＴへの取り組みの最初一歩となる。

◆建設技術者にＩＣＴ施工技術の実践的な講習を体験してもらうことにより、ＩＣＴ施工技術の内製化へのきっかけを作る。

四国地方整備局
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【機密性２】
ＩＣＴ技術普及のための取り組み（建設フェア）

主 催：四国建設広報協議会〇日程等

〇目 的

ＩＣＴ施工技術の展示・実演など広くＩＣＴ技術を知ってもらい、身近なものへとする為の展示会

◆企業・学生・一般の方にＩＣＴ施工技術を広く分かりやすく紹介することにより、ＩＣＴ技術を身近なものとしてもらう。

四国地方整備局

計測機器の展示

ＶＲの展示・実演

日 程：平成30年10月19日(金)～20日(土)

場 所：ＩＣＴ技術展示ブース
（建設フェア会場内【サンポート高松】）

内 容：① 協力企業(3社)によるICT技術機器などの展示・実演
② 四国技術事務所のドローンシミュレータ、ラジコン
バックホウの実演・展示

日 程：平成30年10月19日(金) 13:00～16:00

場 所：アイホール

内 容：i-Construction講習会

ラジコンバックホウ展示

〇開催内容

ラジコンバックホウ実演

ドローンシミュレーターの展示・実演

i-Construction講習会 17



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

【機密性２】

18
四国地方整備局

補助金・優遇税制・低利融資等支援



【機密性２】

区分 制度 対象 実施機関
所管

省庁
備考

補助
金

①
ものづくり・商業・サービス経営力向
上支援事業

生産性向上に資する投資計画 購入
全国中小企業
団体中央会

中小企
業庁

投資計画に記載した機械設備等（建
機本体の購入は除く）
※H29補正：1000億円

②
省エネルギー型建設機械導入補助
事業
（地球温暖化対策）

低燃費型（３つ星以上）のICT・ハ
イブリッド・電気駆動の建機

購入
（一財）製造科
学技術センター

経済産
業省

ICTとのセット販売された建機本体
※H30予算：12.7億円（H31.3.13で〆切）

③
サービス等生産性向上ＩＴ導入支援
補助金
（ＩＴ導入補助金）

ＩＴツール（ソフトウェア、クラウド
サービス、導入教育費用他）

購入
サービスデザイ
ン推進協議会

経済産
業省

ＩＴツール（ソフトウェア、サービス等）
※H29補正：500億円

人材

育成
④ 人材育成開発助成金

ICT土工をはじめとする特定訓練

の経費や賃金補填

研修費・

賃金補填
職業能力開発
促進センター等

厚生労
働省

税制

優遇

⑥ 生産性向上特別措置法
生産性が年平均３％以上向上す
る建設機械、情報化施工機器
等

固定資産税 市町村

中小企
業庁

先端設備等導入計画を市町村に認定
された設備

⑤ 中小企業等経営強化法 生産性が年平均１％以上向上す
る建設機械、情報化施工機器
等

⑦ 中小企業経営強化税制

法人税、
所得税、
法人住民税、

事業税

国（法人税、所
得税）、

都道府県（法人
住民税、事業
税）、

市町村（法人住
民税）

⑧ 中小企業投資促進税制 建設機械、情報化施工機器 等
H31.3.31まで
※H29税制改正より2年間延期

融資

⑨
IT活用促進資金

（企業活力強化貸し付け）
情報化施工機器（建機本体除く）
等

購入、
賃貸

日本政策金融
公庫

中小企
業庁

ICT機器

⑩
環境・エネルギー対策資金

（排出ガス対策・地球温暖化対策）
オフロード法基準適合車、低炭
素型・低燃費型建機

購入 建機本体

補助金・優遇税制・低利融資等支援一覧
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【機密性２】
i-Construction（ICT施工）の導入に関する補助金

ICTシステム機器導入

ICT建設機械導入

ICT活用
ソフトウェア

導入

ICT施工
人材育成

サービス等生産
性向上IT導入支
援事業
（IT導入補助金）

ものづくり・商業・サービス経営力向上支援事業
(ものづくり補助金）

人材開発
支援助成金

②

③

①

④ソフト ハード

ハード

人材

補助率２/３以内、上限額1,000～500万

補助率 購入価格と基準価格の差額の9/10又は6/10、上限額300万

補助率1/２以内
上限額５0万

補助率6/10以内
及び賃金助成

省エネルギー型建設機械導入補助事業

○ICT施工の中小企業への普及加速のための補助金の活用を周知

※詳細な内容は、各制度の問合せ先に御確認下さい。 20

http://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2017/hosei/pdf/pr_hosei.pdf

http://www.eco-kenki.jp/

http://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2017/hosei/pdf/pr_hosei.pdf http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html



【機密性２】

ICTシステム機器導入

ICT建設機械導入

ICT活用
ソフトウェア

導入

ソフト ハード

ハード

○ICT施工の中小企業への普及加速のための税制優遇・低利融資の活用を支援

※1 中小企業等経営強化法の認定を受けた経営力向上
計画に基づく税制措置

⑩環境・エネルギー対策資金
（低利融資）

⑨IT活用促進資金
（低利融資）

⑤【地方税】 固定資産税の特例※1

3年間 １／２に軽減

⑦【国税】 中小企業経営強化税制※1

即時償却又は取得価格の１０％税額控除

※詳細な内容は、各制度の問合せ先に御確認下さい。

⑧ 【国税】 中小企業投資促進税制

特別償却３０%又は取得価格の７％税額控除

3年間 ０ ～ １／２に軽減

⑥【地方税】 固定資産税の特例※2

※2 生産性向上特別措置法に基づく税制措置 21

http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/2014/tyuusyoukigyoutousisokusinzeisei.html

https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/11_itsikin_m.html

https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/15_kankyoutaisaku.html

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/index.html

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/index.html

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/seisansei/index.html

i-Construction（ICT施工）の導入に関する税制・融資制度



【機密性２】

省エネルギー型建設機械導入補助金

期 間 ～H31.3.13

利用できる方 民間企業等（民間企業、その他の法人（独立行政法人を除く）及び個人事業主）

対象設備

・国土交通省策定の燃費基準値を超える（3つ星以上）燃費性能を有する排出ガス四次規制
（2011年、2014年）に適合した油圧ショベル、ブルドーザ又はホイールローダ

・『ハイブリッド機構』、『情報化施工』又は『電気駆動』等の先端的な省エネルギー技術
が搭載されていること

・執行管理団体に設置する有識者委員会で審査決定された型式

補助率
補助率：補助対象車両の購入価格と基準価格の差額の9/10又は6/10

補助上限額：300 万円 又は 200 万

その他
H29年度予算：14.1億円、H30年度予算：12.7億円
※H28年度は768件、H29年度は約700件の実績。毎年概ね年度末頃に予算枠に達する。

制度紹介HP http://www.eco-kenki.jp/

【手続きの概要】 販売業者が通常は代行してくれるので相談可能

 ICTを搭載した「建設機械」の購入に際して上限300万円の補助金が利用できる。
 手続きは通常は販売業者が代行する。

22

②「補助金」 省エネルギー型建設機械補助事業



【機密性２】

23

③「補助金」 サービス等生産性向上ＩＴ導入支援事業



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

【機密性２】

24
四国地方整備局

i-Constructionロゴマークについて



【機密性２】
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四国地方整備局
i-Constructionロゴマーク



【機密性２】
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四国地方整備局
i-Constructionロゴマーク デザインコンセプト



【機密性２】

27http://www.mlit.go.jp/tec/i-construction/i-con_consortium/rogo_document.html

四国地方整備局
i-Constructionロゴマーク タイプ一覧


